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１．

はじめに

　１９８９年の東西ドイッの統一 およびその後のソ連邦 ・東欧諸国での政変によっ て， 戦後形成さ

れた東西の冷戦構造は大きく変化し，世界の軍事支出額は大幅に減少した。１９９０年時点では ，１

兆７００億ドルの規模に達していた軍事支出額が，１９９２年には８７００億ドルヘと３０００億ドル減少して

いる 。地域別にみると旧ソ連，東欧などの旧ワルシャワ条約加盟諸国の減少がもっとも大きく ，

全体の減少額の約２分の１を占めている 。米ソ両国における核競争をはじめとして戦後の軍事支

出の増大は，人類に対する脅威を常に与えてきだけでなく ，主要諸国での国家予算を圧迫し，経

済運営に重大な支障を与えたことからすると ，１９８０年代後半の急激な軍事支出の減少は望ましい

ものといえる 。なぜなら ，軍事支出が滅少した分は，「平和の配当」として軍事支出以外の経済

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
発展，社会福祉，教育のための支出にあてることが可能だからである 。

　しかしながら ，１９９０年に入り世界経済は全体として，それ以前と比較して良くなっ たといえな

い。 世界の経済成長率は１９８０年代後半の３ ．４％から１９９０年代にはＯ ．２％と３％ポイント以上の低下

を示しむしろ悪化している 。１９８０年代末のバブル崩壊後，先進諸国での景気収縮は世界経済に大

きな影響を与えたことは否めないが，「平和の配当」が必ずしも有効に作用していないことも事

実である 。また，核戦争の脅威はなくならないばかりか，１９９５年の中国，フランスの核実験など

の一連の動きは，別の意味でこの問題の深刻さを大きくしている 。さらに，世界的な軍事支出額

の減少にもかかわらず，世界各地で生じている紛争は他国への戦禍拡大への危険性を有している 。

確かに，軍事支出の削減は，一方では，その削減分だけ経済発展への支出に振り向けることがで

きる可能性を持つが，他方では，軍事支出によっ て支えられている関運産業，およびそのもとで

の雇用を削減する結果となり ，当該産業での軍事部門から民需部門への転用が行われない限り ，

経済を収縮させる効果を持つ。軍事関連産業によっ て利益を得ている企業は，当該国の軍事支出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６２）
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削減による需要減少に対して武器輸出を通じて，生産の減少を少なくしようとする 。そのような

形での武器輸出の拡大は，局地的紛争，内戦という火種に油を注ぐ結果となっ てしまう 。

　これまで，軍事支出が経済成長に及ぼす効果がプラス ・マイナスのいずれで，どの程度である

のかを明らかにすることが軍縮を可能にするのかどうかを判断する上で重要な試金石とされてき

た。 この問題に関わる数量的効果については，様々な方法での実証分析が行われたが，後述する

ように必ずしも共通の理解が得られているわけではない。先進国であるか発展途上国であるか
，

あるいは武器輸出国であるか武器輸入国であるかによっ てもその性格は異なる 。

　１９８０年代後半より世界的な規模での軍事支出削減が行われている中でも ，東アジアの軍事支出

は増大している 。しかもこの時期においては，東アジア主要諸国の経済成長率は概して高水準を

維持している 。本稿の目的は，１９７０年以降の東アジア地域における軍事支出と経済成長との関連

について考察することにある 。以下第２節では，１９７０年代以降の東アジア地域の軍事支出の動向

を他地域と比較するとともに，主要諸国の状況について検討する 。第３節では，軍事支出と経済

成長に関する従来の実証分析結果について検討する 。そして，第４節では東アジア地域における

軍事支出と経済成長との関係について考察し，今後の研究課題について言及する 。

２． １９７０年代以降の東アジアの軍事支出

　世界各国の軍事支出の状況を把握する際に，最も利用される統計資料は，国際通貨基金
（１ＭＦ）の財政支出統計年鑑（１．ｔ．ｍ．ｔｉ。。。ｌ　Ｍｏ。。ｔ。。ｙ　Ｆ。。ｄ ’。 Ｇ。。。。ｍ。。ｔ　Ｓｔ．ｔｉ．ｔｉ。。 Ｙ，ａ，ｂｏ．ｋ，以下

ＧＦＳＹと略記）である 。しかしながら ，この統計自体が各国の国防予算統計であり ，軍事支出の

実態を捉えるには十分なものとはいえない。統計を利用しての実態把握の前に，主要な公表統計

の特徴について考察しておくことは重要であろう 。軍事支出統計に関する以下の考察は，Ｈａｐｐｅ

ａｎｄ　Ｗａｋｅｍａｍ－Ｌｍｎ（１９９４），Ｈｅｗ１ｔｔ（１９９１）を参考にしている
。

　２－１　軍事支出 ・武器取引に関する公表統計の検討

　世界各国の軍事支出の動向を分析する際に利用可能な以下の６機関の主要公表統計が，軍事支
出， 及び武器取引を統計として扱 っているか否かを表１にまとめている 。

　スト ソクホルム国際平和研究所（ｔｈ．Ｓｔ。。 ｋｈ．ｌｍ　Ｉｎｔ．ｍ．ｔ１．ｎ．１Ｐ
。。。。

Ｒ。。。。。。 ｈ　Ｉｎ，ｔ１ｔｕｔ。，以下ＳＩＰＲＩ

と略記）

　アメリカ合衆国軍備管理軍縮機構 （ｔｈ．Ｕ　Ｓ　Ａｍ． Ｃｏｎｔ．ｏ１．ｎｄ　Ｄ１。。ｍ．ｍｅｎｔ　Ａｇｅｎ．ｙ，以下ＡＣＤＡ

と略記）

　国際通貨基金政府財政統計年鑑（ＧＦＳＹ）

　イキリス国際戦略研究所（ｔｈ．Ｉｎｔ．ｍａｔ１ｏｎ．１Ｉｎ．ｔｌｔｕｔ．ｏｆ　Ｓｔ。。ｔｅｇ１ｃ　Ｓｔｕｄ
１ｅ。，以下ＩＩＳＳと略記）

　米国議会研究部門（Ｃｏｎｇ・…ｉ・ｎ・１Ｒ・・ｅ… ｈ　Ｓ・・ｖｉ… ，以下ＣＲＳと略記）

　国連編集の武器移転契約報告書（Ｕｍｔ・ｄ　Ｎ・ｔ１・ｎ・ Ｒ・ｇ１・ｔ…　ｆ　Ａｍ・ Ｔ・・ｎｓｆ、、，以下ＲＡＴと略記）

　一般に各国の国防支出は実際の軍事支出をそのまま表しているとはいえない。例えば，他国へ

軍事援助を行 っている場合には，この軍事支出額も国防予算に含まれていることがある 。その意

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６３）
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表１　軍事支出 ・武器取引に関する公表統計

種　　類　　　ＳＩＰＲＩ　　　ＡＣＤＡ　　　ＧＦＳＹ

軍事支出　　　○

武器取弓１　　０

○

○

ＩＩＳＳ ＣＲＳ ＲＡＴ

注）ＳＩＰＲＩ ：ストッ クホルム国際平和研究所

　　ＡＣＤＡ ：アメリカ合衆国軍備管理軍縮機構
　　ＧＦＳＹ ：国際通貨基金（ＩＭＦ）政府財政統計年鑑

　　ＩＩＳＳ ：イギリス国際戦略研究所

　　ＣＲＳ ：米国議会研究部門

　　ＲＡＴ　国連編集の武器移転契約報告書

資料ＮａｐＰｅ　ａｎｄ　Ｗａｋ
ｅｍａｍ－Ｌｍ前掲論文 ・

味で，後に述べるように軍事支出と武器取引の統計を区別することは重要である 。各統計は，そ

れぞれの目的に応じて集計されたものであり ，カバーしている範囲が異なっ ている 。

　表１より各国の軍事支出と武器貿易を取り扱 っているのはＳＩＰＲＩとＡＣＤＡのみである 。こ

れらの機関による軍事支出のデータは，各国の財政支出統計および武器貿易取引から作成された

ものであるが，ＳＩＰＲＩの軍事支出の定義をもとに各統計の特徴について検討してみよう 。

　ＳＩＰＲＩの軍事支出＝国防省予算一国防省の非軍事支出十他省庁の軍事支出

　　　　　　　　　　十他の諸国への軍事援助一他の諸国からの軍事援助による受け取り

　このような財政支出統計に基づく国防予算の組み替えを行う理由は次の二点にある 。

　（１）軍事支出，非軍事支出の区別

　国防省の予算がすべて軍事支出に直結するものばかりではない。また，他省庁においても正規

の軍隊に準ずる軍事的性格を有している場合もある 。国防支出における軍事支出，非軍事支出の

区別について，二つの捉え方がある 。第一の捉え方は，政府機能に関する国連の分類である 。第

二の捉え方はＮＡＴＯ（北大西洋条約機構）によるものである 。この二つの捉え方による軍事支出

の取り扱いについての主要な相違点は次のようなものである 。

　１）軍人の年金費用を国連の捉え方では，社会保障福祉に関する政府支出として含めているが ，

ＮＡＴＯの捉え方では軍事支出に含めていない 。

　２）国連の定義では，警察および沿岸警備隊については公共の秩序安全のための支出として軍

事支出に含まれないのに対して，ＮＡＴＯの定義では，警察および準正規軍が軍事目的のために

訓練されているならば軍事支出に含まれることになる 。さて，ＧＦＳＹは国連の定義に依拠して

いるが，ＳＩＰＲＩはＮＡＴＯの捉え方を一つの指針としている ・さらに，ＡＣＤＡとＩＩＳＳは ・

ＮＡＴＯ諸国についてはＮＡＴＯによる捉え方を採用し，ＮＡＴＯ以外の諸国については，それぞ

れの国から得られる国防予算を用いている 。

　（２）軍事援助の取り扱い

　既に述べたように，アメリカ等の軍事支出規模の大きい国々の場合には，それぞれの意図に基

づく軍事援助を行 っており ，国防予算には当該国独自の軍事支出以外のものも含んでいることに

なる 。逆に，軍事援助を受ける側の国の国防予算には，軍事援助額を含んでいない。しかしなが

ら， 武器取引の把握には次のようなや っかいな問題がある 。

　国際的な武器移転について公表統計で把握が可能なのは，国際収支表における輸出入項目 ，及

び移転取引項目である 。貿易取引の場合，大部分の国が採用している標準国際貿易分類（ＳＩＴＣ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６４）
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では，軍事設備の取引を識別することができない。例えば，航空機の輸出入は，軍事 ・民問両方

の使途を持つことがあり ，明確に区別することが困難である 。更に，多くの国では，かなりの額

の武器取引が生産物の形態では報告されず，ＳＩＴＣの分類９３１「同一のものとして分類できない

特殊な取引 ・商品」としてまとめられてしまうため，軍事取引としての識別ができないのが実態

である 。軍事取引は，一般には税関を通ることはほとんどあり得ないから ，通関統計のレベルで
は， 軍事取引に関する情報源としては利用できないことになる

。

　軍事取引のデータを作成している上記の機関では，国防省などによっ て編集されたデータソー

スのみに依拠するのではなくて，第三国との貿易取引に関する信頼しうる政府の情報に頼 ってい
る。 表１において武器取引を公表しているＳＩＰＲＩ，ＡＣＤＡ，ＣＲＳ，ＲＡＴは，現物贈与をも含む武

器移転を対象としている点，食糧 ・医療機器 ・石油製品 ・他の補給品などの全体としての軍事用

途に用いられる輸入品を除外している点では共通である 。これら四機関の統計編集において扱い

が異なる主要点は，兵器の範囲及び取引時点であろう 。

　まず，兵器の範囲では四機関の統計とも ，いわゆる「通常兵器」を対象としているため，核兵
器， 化学兵器，生物兵器なとは含まれない。通常兵器のカハレソ シが最も広いのはＣＲＳで ，軍

事関連サ ービス及び軍事援助と職業訓練のプログラム等も含んでいる 。ＡＣＤＡはＣＲＳとほぼ

同様のカバレ ッジを持つが，軍事関連サービスについてのカバレッ ジが低い点が異なる 。ＳＩＰＲＩ

の武器取引統計は，王要兵器の五項目に限定されており ，ＲＡＴは，王要兵器のみをカハーして

いるにすぎない 。

　次に，取引時点についてであるが，武器移転契約時点でとらえるか武器調達時点でとらえるか

で各年の統計数値は大きく異なっ てくるであろう 。特に，兵器規模が大きく複雑なものであれば

あるほど，兵器の発注と調達の間の時問的なずれは大きく ，ある年の契約べ 一スの統計数値と調

達べ 一スの統計数値は著しく相異してくることになる 。発注べ 一スの統計を用いた場合には，発

注額がそのまま実現しないことがあり得る点にも留意すべきであろう 。ＣＲＳでは，主要には契

約移転に関する情報が分析の焦点をあてているが，武器調達に関する情報についても同程度公表

している ・それに対して，ＡＣＤＡ，ＳＩＰＲＩは武器調達により佳占をあてている 。ＲＡＴは武器調

達のみを扱 っている 。

　以上述べた兵器の範囲，取り扱い時点の違いの他に，軍需 ・民需の双方に転用可能な設備の貿

易取引をどのように取り扱うか，武器の価格評価を何に求めるかについても四機関の統計は編集

の仕方が異なる 。

　Ｈａｐｐｅ　ａｎｄ　Ｗａｋ
ｅｍａｎ－Ｌｍｎ 前掲論文では，世界の軍事支出，及ひ武器貿易について，各公表

統計の１９８８～９１年の数値を比較して，それぞれの数値の違いの詳細な分析を進めている 。本稿で
は， 軍事支出，及び武器貿易統計の編集方法が，公表統計で異なることを指摘するにとどめ

，

ＡＣＤＡの公表統計数値を用いて東アジア地域の軍事支出の動向を検討することにする 。その理

由は以下の二点にある 。第一は，軍事支出を把握する上で武器貿易を取り扱 っているＳＩＰＲＩ，あ

るいはＡＣＤＡが最も適していると考えられる 。第二に，１９９０年代の世界の軍事支出の動向を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）ＡＣＤＡの方がＳＩＰＲＩより包括的にテータを提供している占である
。

（５６５）
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　２－２　東アジア諸国の軍事支出の動向と経済成長

　東アジア諸国の個々の国々の検討に入る前に，世界の軍事支出の中で東アジア地域がどのよう

な特徴を持っているのかを最初に概括することにしよう 。

　（１）世界各地域の軍事支出と経済成長

　軍事支出を地域別にグループ化するためには，各国の軍事支出額を共通の通貨単位で換算する

必要がある 。ＡＣＤＡをはじめ多くの統計で行われているのは，特定時点でのドル為替レートで

換算する方法である 。当然のことながら ，ドル為替レートで換算された各国，ないしは各地域の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
軍事支出額は，特定時点の為替レートの値に大きく依存することになる。表２の各地域の数値の

上段は，世界各地域の時期区分毎の軍事支出額を表している 。ここで，それぞれの統計数値は

１９７０年から４年ないし５年を単位として，その時期毎の平均額を示している 。特定の年の軍事支

出額は，その時々の当該地域の政治的 ・経済的事情が大きく影響し，　般的傾向を見ることがで

きないという問題が生じる可能’性があることを考慮したためである 。世界全体の推移では ，１９８０

年代後半をピークに１９９０年代に軍事支出の低下が確認しうる 。世界を先進工業地域と発展途上地

域に分けた場合，１９７０年代から１９８０年代後半まで先進工業地域の増加テンポが高いものの，１９９０

年代に入り先進工業地域は低下する一方，発展途上地域の軍事支出はさらに増加している 。各地

域， 軍事同盟区分の軍事支出では，旧ワルシャワ条約機構加盟諸国とラテンアメリカ諸国の１９９０

年代での低下が見られるが，前者の低下は顕著である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　表２　世界の軍事支出の動向
　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１０億ドル，上段 ：名目値，下段 ：実質額１９９３年価格）

１９７０ －７４ １９７６ －７９ １９８０ －８４ １９８５－ ８９ １９９０ －９３

世界
２９６ ．３ ４６７ ．３ ７７４ ．Ｏ １， ０１１ ．４ ９７３ ．８

８９１ ．５ ９９５ ．９ １， １４７ ．４ １， ２４０ ．５ １， ０１６ ．２

先進工業国 ２４１ ．２ ３６６ ．Ｏ ６１０ ．９ ８２２ ．４ ７４３ ．２

７１２ ．Ｏ ７６５ ．５ ８９６ ．６ １， ００８ ．３ ７７６ ．０

発展途上国 ５５ ．１ １０１ ．４ １６３ ．１ １８９ ．０ ２３０ ．６

１７７ ．３ ２３３ ．５ ２５３ ．６ ２３２ ．２ ２４０ ．Ｏ

東アジア諸国 ３２ ．３ ４９ ．８ ７４ ．１ １００ ．６ １３０ ．６

８６ ．８ ９７ ．９ １１０ ．４ １２３ ．２ １３５ ．６

東アジア諸国（日本を ２７ ．１ ３９ ．９ ５５ ．９ ７２ ．３ ９１ ．４

除く） ７１ ．２ ７６ ．８ ８３ ．３ ８８ ．６ ９５ ．５

北アメリカ
８１ ．２ ５４ ．９ １９９ ．２ ２９５ ．１ ３０８ ．８

２４８ ．６ ２２９ ．７ ２９６ ．６ ３６１ ．７ ３２１ ．４

ＮＡＴＯヨーロッパ ４４ ．２ ６９ ．５ １１３ ．６ １４９ ．４ １７３ ．２

１５０ ．６ １６１ ．４ １７４ ．２ １８３ ．Ｏ １８０ ．２

旧ワルシャワ条約機構 １０８ ．３ １７８ ．０ ２７７ ．９ ３５１ ．１ ２２４ ．６

諸国 ３０９ ．７ ３６２ ．９ ４０７ ．８ ４３０ ．７ ２３６ ．３

ラテンアメリカ
３． ７ ６． ８ １３ ．９ １８ ．４ １３ ．３

９． ８ １６ ．１ ２２ ．９ ２２ ．４ １８ ．９

中東
１０ ．６ ２９ ．７ ５９ ．６ ５６ ．９ ７２ ．４

４３ ．１ ８０ ．８ ８８ ．８ ７０ ．２ ７５ ．６

アフリカ諸国
３． ５ ７． ９ １２ ．６ １２ ．７ １２ ．７

９． Ｏ １４ ．３ １７ ．３ １５ ．６ １３ ．３

（注）先進工業国　ＯＥＣＤ加盟国，旧ワルンヤワ条約機構加盟諸国

　　北アメリカ ：アメリカ ，カナダ，メキシコ

　　ＮＡＴＯヨーロッパ： 北米を除くＮＡＴＯ加盟諸国

　　旧ワルシャワ条約機構諸国 ：ソ連，ブルガリア ，チ ェコスロバキア ，東

　　独（１９８９年の統一ドイッ以降はＮＡＴＯ），ハンガリー ポーランド，ル

　　 ーマニア

　　　　　　　　　　　　　（５６６）



　　　　　　　　　　　　　東アジア地域における軍事支出と経済成長（稲葉）　　　　　　　　　　　 ２２９

　物価上昇による支出額増加を考慮するために，下段では各国の消費者物価でデフレートした実
　　　　　　　　４）
質額を示している 。実質額でみても ，世界全体の軍事支出は１９７０年代以降１９８０年代後半まで増加

を示し，１９９０年代にはいると先進工業国で低下，発展途上国で引き続きの上昇となっ ている 。た

だし，地域別に見ると ，１９８０年代後半から１９９０年にかけての実質額は東アジア諸国，中東を除く

と低下をしている 。そのうち ，中東の軍事支出は１９８０年代後半に大きく低下し，１９９０年代の水準

は１９７０年代レベルまでの回復にすぎないから ，一貫して増加しているのは東アジア諸国のみとな

る。

　軍事支出の規模は，当該地域での非軍事支出に対する負担をあらわす指標ではあるが，負担の

度合いがどの程度であるかは，国民経済の規模に対する相対的比率，あるいは政府予算に対する

相対的比率を検討することがより重要であろう 。表３の（１）欄は，世界各地域のＧＮＰに対する軍

事支出の比率をパ ーセント表示で示したものである 。この指標で見る限り ，軍資負担の比率は

１９７０年代から１９８０年代後半まで，５ ．５％前後のほぼ同じレベルを維持していたが，１９９０年代には

３． ９％へと大きく低下している 。先進工業国では，１９７０年代から１９８０年代後半まで傾向的な低下

　　　　　　　　　　　　　　　表３　世界の軍事負担 ・経済成長　　　　　（単位 ：％）

１９７０ －７４ １９７５ －７９ １９８０ －８４ １９８５ －８９ ユ９９０ －９３

世界　　　　　（１） ５． ８ ５． ４ ５． ６ ５． １ ３． ９

（２） ４． ７ ３． ５ １． ９ ３． ４ Ｏ． ２

１３／ ２． ２ ユ． ６ Ｏ． ２ １． ６ 一ユ ．４

先進工業国　　　（１〕 ５． ８ ５． ４ ５． ４ ５． ２ ３． ９

ｔ２／ ４． ２ ３． Ｏ １． ９ ３． １ 一１ ．８

発展途上国　　　山
５． ７ ５． ６ ６． ５ ５． １ ３． ９

（２１ ６． ９ ５． ６ ２． ３ ４． ７ ７． １

東アジア諸国　　（１〕 ４． ２ ３． ユ ２． ４ ２． ２ ２． Ｏ

（２〕 ６． ３ ６． Ｏ ４． ６ ６． ユ ４． ９

（３） ３． ９ ４． １ ３． １ ４． ５ ３． ５

東アジア諸国　　（１〕 １６ ．６ ユ１ ．Ｏ ６． ６ ４． ６ ３． ５

（日本を除く）　　（２〕 ６． ９ ７． ５ ６． ９ ９． Ｏ ８． ４

（３〕 ４． ７ ５． ６ ５． ３ ７． ２ ６． ８

北アメリカ　　　（１１ ６． ３ ５． １ ５． ６ ６． ３ ４． ４

／２〕 ３． ５ ３． ３ ユ． ９ ３． Ｏ １． ４

（３〕 ２． １ ２． ４ １． ８ １． ８ Ｏ． １

ＮＡＴＯヨーロッパ　（１） ３． ６ ３． ５ ３． ５ ３． ３ ２． ９

（２） ３． ９ ２． ８ １． Ｏ ３． ５ １． ６

（３〕 ３． Ｏ ２． ３ Ｏ． ５ ２． ５ 一〇 ．ユ

旧ワルシャワ　　　（ユ １ ユユ ．７ １１ ．４ １１ ．５ １１ ．８ ８． ９

条約機構諸国　　　（２、 ４． ９ ２． ２ １． ６ １． ７ 一１７ ．５

（３〕 ４． Ｏ １． ４ Ｏ． ８ １． Ｏ 一１６ ．９

ラテンアメリカ　　（１〕 １． ５ １． ６ ユ． ９ １． ８ １． ４

（２ｊ ７． ５ ４． ５ Ｏ． ７ ２． ５ 一〇 ．ユ

（３／ ４． ７ ２． Ｏ 一１ ．６ Ｏ． ４ Ｏ． ８

中東　　　　　（１〕 １０ ．９ １３ ．５ １３ ．４ １２ ．８ ユ４ ．６

（２） １２ ．６ ８． ７ Ｏ． Ｏ 一１ ．８ ３． ５

（３〕 ９． ３ ３． ５ 一３ ．５ 一５ ．１ Ｏ． ８

アフリカ諸国　　　（１〕
一

５． ２ ５． ユ ４． ６ ３． ６

（２〕 ４． ３ ４． ７ ユ． ２ １． ９ １． ユ

（３〕 ２． ６ ２． ４ Ｏ． ８ ユ． ８ Ｏ． ユ

注）（１〕欄 ：ＧＮＰに占める軍事支出の割合
　　（２）欄 ：実質ＧＮＰ年平均成長率
　　（３〕欄 ：一人当たり実質ＧＮＰ年平均成長率

　　　　　　　　　　　　　（５６７）



２３０　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第６号）

の後，１９９０年代での大きな低下が確認しうる 。それに対して，発展途上国では，１９８０年代前半ま

では，軍事負担比率は上昇していたが，１９８０年代後半以降の低下となっ ている 。中東を除いて全

ての地域別において，１９８０年代後半より１９９０年代にかけて軍事負担比率は低下しているが，一貫

した低下が見られるのは東アジア地域のみである 。特に，旧ワルシャワ条約機構諸国，中東諸国

では１９８０年代後半まで１０％を越える軍事負担が続けられていた。それに対して，日本を除く東ア

ジア地域は，１９７０年代に１７％近い軍事負担比率であ ったのが，その後急速に低下し，１９９０年代に

は３ ．５％の水準にまで低下している 。表２で確認したように，東アジア地域の軍事支出は名目額

でも実質額でも一貫して上昇をしながらも ，それ以上にＧＮＰの成長率が期間全体を通して高水

準であ ったことを示している 。

　それでは，軍事負担の推移が経済成長と何らかの関係を持っていると考えることができるだろ

うか？　軍事負担と経済成長の時問的推移を検討することにしよう 。経済成長の指標として表３

の第２欄はそれぞれの地域の実質ＧＮＰの期問内年平均成長率，第３欄はそれぞれの地域の一人

当たり実質ＧＮＰ成長率を示している 。期問全体を通じて，軍事負担と経済成長との関係を検討

する場合，第一次石油危機，及び第二次石油危機が世界経済に及ぼした影響に留意しておくこと

が必要である 。とりわけ，１９７０年代前半より１９７０年代後半にかけては強い成長制約が働いている 。

従っ て， 世界全体の軍事負担比率が１９７０年代前半の５ ．８％から１９７０年代後半の５ ．４％への低下した

としても ，経済成長を高める方向に作用したと考えることはできない。事実，世界全体の年平均

成長率を見ても１９７０年代の４ ．７％から１９７０年代後半の３ ．５％へと低下している 。１９７０年代後半から

１９８０年代後半にかけて軍事負担比率は５ ．４％→５ ．６％→５ ．１％と変化し，経済成長率は３ ．５％→

１． ９％→３ ．４％と変化しているから ，その限りでは軍事支出と経済成長との問にトレードオフ関係

があるようにも思える 。しかしながら ，１９８０年代から１９９０年代にかけての軍事負担比率の変化

（５ ．７％→３ ．９％）と経済成長率の変化（３ ．４％→Ｏ ．２％）との問には，正方向への変化の傾向が見

られる 。軍事負担と一人当たり実質ＧＮＰとの関係を見ても同様のことが指摘しうる ・世界全体

の軍事負担と経済成長との変化は，先進工業国についても同じ傾向が見られるが，発展途上国に

ついては，事情が異なるように思われる 。１９７０年代前半から１９８０年代前半にかけては軍事負担と

経済成長について世界全体，及び先進工業国と同じ傾向になっ ているが，１９８０年代前半から１９９０

年代の軍事負担（６ ．５％→５ ．１％→３ ．９％）と経済成長（２ ．３％→４ ．７％→７ ．１％）との問には顕著な

負方向の変化の傾向が確かめられる 。この軍事負担と経済成長との関係は，地域別にはどのよう

な特徴が見られるだろうか？

　東アジア地域では，１９７０年代前半から１９８０年代前半にかけて軍事負担比率（４ ．２％→３ ．１％→

２． ４％）は，低下傾向を示しているのに対して ，経済成長率（６ ．３％→６ ．Ｏ％→４ ．６％）も低下傾向

を示している 。つまり ，この時期には軍事負担と経済成長との問には正方向の変化の傾向がみら

れる 。１９８０年代前半から後半にかけては，軍事負担比率はさらに減少しているが（２ ．４％→

２． ２％），経済成長は高まっ ている（４ ．６％→６ ．１％）。１９８０年代後半から１９９０年代にかけては，逆

に軍事負担と経済成長には同方向の関係が見いだされる 。

　１９８０年代の時期を除いては，東アジァ地域の軍事負担と経済成長とは正方向の関係が強くあら

われていることから ，この地域での軍事支出は経済成長に促進的に作用したという主張も考え得

る。 しかしながら ，経済成長の指標を人口の変化を考慮した一人当たりの実質ＧＮＰの年平均成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６８）
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長率で見た場合，１９７０年代前半から１９７０年代後半にかけて軍事負担と経済成長との変化が負方向

の傾向を持つから ，両者の関係は必ずしも明確ではない。後に述べるように，ドルの為替レート

で換算した軍事支出額，及びＧＮＰは東アジアでは日本の占めるウェイトが極めて高いから ，日

本を除く東アジア地域で見ると ，状況はかなり異なっ てくる 。１９７０年代前半から１９７０年代後半に

かけて軍事負担は減少し（１６ ．６％→１１ ．１％） ，経済成長率は上昇をしている（６ ．９％→７ ．５％）。

１９７０年代後半から１９８０年代前半にかけては，軍事負担比率はさらに低下（１！ ．Ｏ％→６ ．６％）して

いるにもかかわらず，経済成長率は若干低下している 。この１９８０年代前半の経済成長の低下は
，

世界経済全体の傾向として捉えることができる 。１９８０年代前半から１９８０年代後半では軍事負担比

率は低下し（６ ．６％→４ ．６％） ，経済成長率は上昇しているし（６ ．９％→９ ．Ｏ％） ，１９７０年代前半から

後半にかけてと同様の傾向が見られる 。また，１９８０年代後半から１９９０年代にかけて軍事負担比率

の減少に対して（４ ．６％→３ ．５％），経済成長率の低下（９ ．Ｏ％→８ ．４％）がみられるものの，この

低下は若干の程度にすぎず，その前の時期の大幅な上昇からするとむしろ依然として高水準の成

長を維持しているということができよう 。従 って，日本を除く東アジァの場合においては，軍事

負担の減少は成長促進的に働いたという見方もできよう 。

　以上のように，マクロ 的なデータから東アジア地域の軍事負担と経済成長との関係はその時問

的推移を通してみた段階では明確な結論を引き出すことはできないが，東アジアの特徴を明らか

にしておくために，他地域の軍事支出と経済成長との関係についても検討しておくことにしよう 。

　北アメリカ地域では，１９７０年代前半から１９８０年代前半にかけて軍事負担比率は低下，上昇
（６ ．３％→５ ．１％→５ ．６％）となっ ているのに対して，一人当たりの実質ＧＮＰ年平均成長率は上昇 ，

低下（２１％→２４→１８％）と逆方向の関係が見いだされる 。１９８０年代にはいると ，軍事負担と

経済成長が同方向の動きとなっ ている 。ＮＡＴＯヨーロッパでは，１９７０年代前半から１９８０年代前

半ドかけて軍事負担比率はほとんど変化していないが（３ ．５～３ ．６％） ，成長率は低下している
（３ ．９％→２ ．８％→１ ．Ｏ％）。 それに対して，１９８０年代前半から１９９０年代にかけて軍事負担比率は低

下し（３ ．５％→３ ．３％→２ ．９％）する一方，１９８０年代後半は成長率は上昇し ，１９９０年代には低下し

ている（１ ．Ｏ％→３ ．５％→１ ．６％）。 このように，北アメリカ地域，ＮＡＴＯヨーロッパでは，軍事

負担と経済成長の関係が時期によっ てなかり異なっ ている 。軍事負担が高か った旧ワルシャワ条

約機構諸国と中東地域では１９８０年代後半まで明確な経済成長への制約が観察される 。旧ワルシャ

ワ条約機構諸国の１９９０年代に入り軍事負担比率が１１ ．８％から８ ．９％へと減少したにもかかわらず
，

経済成長がマイナスにな ったのは，当該地域諸国での政変による経済的混乱も大きく影響してい

る。 中東では，１９９０年代に入り軍事負担比率が１２ ．８％から１４ ．６％へと上昇しているにもかかわら

ず， 経済成長率は逆に一１ ．８％から３ ．５％へと高まっ ている 。これは，１９８０年代後半の湾岸戦争に

より１９８０年代後半に成長率が大きく低下したことを反映している 。軍事負担と経済成長との問に

緩やかながら ，逆行関係が見られるのはラテンアメリカであろう 。ただし，１９９０年代に入り ，こ

の地域においてもそれ以前とは異な った傾向が見られる 。

　以上，検討したように，東アジア地域では日本を除くか否かによっ て軍事負担と経済成長との

関係は異なっ てくる 。次に，東アジァ地域の主要における軍事負担と経済成長との関係を統計資

料を用いて検討することにしよう 。

　（２）東アジア諸国における軍事負担と経済成長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６９）
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表４　東アジア諸国の軍事支出
　　（単位 ：１０億ドル，上段 ：名目値，下段 ：実質額１９９３年価格）

１９７０ －７４ １９７６ －７９ １９８０ －８４ １９８５ －８９ １９９０ －９３

中国
１８ ．４ ２６ ．６ ３６ ．Ｏ ４２ ．１ ５２ ．３

５４ ．９ ５７ ．２ ５３ ．７ ５１ ．６ ５４ ．３

台湾 一
２． ２ ４． ２ ６． ７ ９． ９

■
５． １ ６． ７ ８． ２ １０ ．３

インドネシァ Ｏ． ４ Ｏ． ８ １． ４ １． ５ １． ８

１． １ １． ７ ２． Ｏ １． ８ １． ９

日本
５． ２ ９． ９ １８ ．２ ２８ ．３ ３９ ．２

１５ ．６ ２１ ．１ ２７ ．１ ３４ ．６ ４０ ．１

韓国
Ｏ． ６ １． ９ ３． ７ ７． ４ １１ ．０

１． ６ ３． ７ ５． ４ ９． Ｏ １１ ．４

朝鮮民主主義人民共和国 １． ９ ２． ７ ４． ５ ５． ６ ４． Ｏ

６． １ ６． Ｏ ６． ７ ６． ９ ４． ３

マレーシア
Ｏ． ３ ０． ５ １． １ １． １ ２． ０

Ｏ． ５ Ｏ． ９ １． ５ １． ４ ２． １

フイリピン Ｏ． ２ Ｏ． ５ Ｏ． ５ Ｏ． ７ １． １

０． ３ １． ０ ０． ８ ０． ９ １． １

シンガポール ０． ３ Ｏ． ５ ユ． Ｏ １． ５ ２． ３

Ｏ． ６ １． ０ １． ３ ０． ７ １． １

タイ
Ｏ． ３ Ｏ． ６ １． ３ １． ９ ２． ８

Ｏ． ８ １． ３ ２． １ ２． ３ ２． ９

アメリカ ７８ ．９ １０２ ．９ ２０５ ．５ ３２３ ．３ ３５６ ．３

２４１ ．５ ２２１ ．９ ２８７ ．１ ３４９ ．２ ３０９ ．４

ソ連 ・ロシア ９１ ．９ １４９ ．６ ２３４ ．Ｏ ２９８ ．０ ２７６ ．Ｏ

２７２ ．３ ３１９ ．２ ３４９ ．４ ３６５ ．５ ２９５ ．８

（ユ２８ ．１）

（１２９ ．６）

圧）（１）１９９０年代の朝鮮民王王義人民共和国については，１９９２年までのテータの平均値で

　ある 。

（２）１９９０年代のソ連については
，

　の平均値を用いた 。

１９９０～９１年の平均値，ロシアについては１９９２－９３年

　表４は，東アジア諸国の軍事支出の推移を上段に名目額と下段に実質額で示したものである 。

なお，東アジア地域は戦後より米ソ両国の軍事的影響を強く受けている。東アジア諸国の中で軍

事援助のもとにありながら ，ＡＣＤＡ統計にその実態が反映されていない可能性が強い。参考ま

でに米ソ両国の軍事支出の動向を掲げておいた。ただし，旧ソ連については１９９１年までのデータ

で１９９２以降のロシアの軍事支出については，欄外の括弧で示している 。

　ドル換算での東アジア地域の軍事支出額は，中国，日本でその大部分を占めている 。勿論，ア

メリカ ・ソ運との軍事同盟を結んでいた諸国においては，実際の軍事支出額以上にソ運 ・アメリ

カからの軍事支出額が投入されていると考えることができるから，この額がそのまま各国の軍事

レベルを反映するものとは言い難い。また，各国の為替レート水準によっ て軍事支出額の水準は

大きく影響を受けることになる 。特に，１９９３年の為替レートに換算が行われているから ，日本の

軍事支出は，他国と比較して過大に評価されることとなる 。統計上の制約を持ちながらも ，表か

ら次の点が観察しうるであろう 。

　第一に，実質額でみて中国は１９７０年代より大規模な軍事支出を行 っていて ，その水準は１９９０年

代においてもほとんと変化していない。第二に，朝鮮民主王義人民共和国は，１９９０年代に入り軍

事支出の規模が低下しているが，旧ソ連での政変，及びロシアでの軍事支出の低下が大きく影響

していると考えられる 。第三に，朝鮮民王王義人民共和国を除きほとんと全ての地域で名目額 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５７０）
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　表５　東アジア諸国の軍事負担 ・経済成長　　　（単位 ：％）

１９７０－７４ １９７５－７９ １９８０－８４ １９８５－８９ １９９０－９３

中国　　　　　（！） １５ ．７ １ユ ．９ ７． ６ ４． ３ ３． ２

／２、 ６． ５ ７． ４ ９． ユ ９． ５ ９． ７

（３〕 ４． Ｏ ４． ユ ７． ７ ７． ８ ８． ３

台湾　　　　　（１） ６． １ ７． ４ ７． ユ ５． ９ ５． １

（２１ ９． ９ １０ ．１ ６． ９ ９． Ｏ ６． ユ

（３） ７． ８ ７． ９ ５． ユ ７． ８ ４． ９

インドネシァ　　　（１１ ３． ２ ３． ４ ３． Ｏ ２． １ ユ． ６

（２
１ ７． ７ ６． ４ ６． Ｏ ５． ５ ６． ９

（３
１ ５． ５ ４． ３ ３． ６ ３． ７ ５． １

日本　　　　　（１〕 Ｏ． ９ Ｏ． ９ ユ． Ｏ ！． Ｏ ユ． Ｏ

（２１ ５． ９ ５． Ｏ ３． ９ ４． ６ ２． ６

（３
１ ４． ５ ４． Ｏ ３． １ ４． １ ２． ３

韓国　　　　　１１ １ ４． Ｏ ５． ６ ５． ９ ４． ７ ３． ８

（２） ９． ５ ユＯ ．１ ５． ４ ユ７ ．４ ７． ３

（３ｊ ７． １ ８． ３ ３． ８ ユ６ ．Ｏ ６． ２

朝鮮民主主義　　　（１〕 一
１７ ．１ ！８ ．７ ２０ ．５ ２ユ ．７

人民共和国　　　（２〕 １０ ．８ ７． Ｏ ３． Ｏ 一〇 ．ユ 一ユ２ ．９

（３１ ７． ７ ３． ６ Ｏ． ７ 一ユ ．８ 一ユ４ ．６

マレーシア　　　　／１ １ ４． Ｏ ４． ３ ５． ユ ３． ４ ３． ８

（２ ｉ ８． ７ ７． ２ ６． ３ ５． Ｏ ８． ８

１３ １ ５． ８ ４． ７ ３． ９ ２． ５ ６． ３

フイリピン　　　（１ １ １． ５ ２． ６ ユ． ６ ユ． ９ ２． ！

／２ １ ６． ６ ６． ６ Ｏ． ７ ２． ９ ２． Ｏ

（３ 、 ３． ７ ３． ８ 一１ ．９ Ｏ． ５ 一〇 ．３

シンガポ ール　　　（１ １ ７． ４ ６． ユ ５． Ｏ ５． ４ ４． ８

ｆ２
」 １０ ．Ｏ ８． ユ ９． Ｏ ５． ７ ７． ９

（３
１ ８． ４ ６． ユ ７． ７ ４． ４ ６． ６

タイ　　　　　１！ １ ３． ！ ３． ３ ３． ９ ３． ４ ２． ７

１２ １ ６． １ ７． ３ ５． Ｏ ８． ９ ８． ９

（３ ； ３． ２ ４． ８ ２． ９ ７． １ ７． ３

２３３

注）山欄 ：ＧＮＰに占める軍事支出の割合

　　
／２ １欄 ：実質ＧＮＰ年平均成長率

　　１３〕 欄：一人当たり実質ＧＮＰ年平均成長率

実質額の期間を通しての増加が見られる 。特に，１９９０年代に入り世界的な軍事支出の低下の中で
，

アメリカにおける軍事支出の実質額も低下しており ，それに対してこれらの地域での軍事支出の

増加は，今後の傾向を考察する上でも重要な意味を持つ 。

　さて，世界の各地域でも表３で見たように，東アジア諸国の軍事負担と経済成長との関係を検

討することにしよう 。表５は，東アジア諸国のＧＮＰに占める軍資支出の割合（１欄），実質
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５
ＧＮＰの年平均成長率（２欄），一人当たり実質ＧＮＰの年平均成長率 （３欄）を示している 。軍事

支出と経済成長との関係は，個々の国レベルではそれ程明確にはならない。軍事負担の低下傾向

に伴 って経済成長の上昇が見られるのは，中国とマレーシアである 。また，軍事負担の変化と経

済成長との問に明確な傾向が見られないにしても ，台湾，韓国，シンガポールなどのアジア

ＮＩＥｓ諸国，及びインドネシア，タイなどのアセアン諸国は，軍事負担の低下に伴い高い水準の

経済成長を維持している 。それとは対昭的に，朝鮮民王王義共和国の場合には，２０％前後の高い

軍事負担比率が成長を大きく阻害したと判断しうる 。ただし，これらの東アジア諸国の高い成長

率の維持は，軍事負担が低下したから経済成長が高まっ たと結論づけることはできない。これら

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５７１）
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の国々は，外国資本の導入による技術移転を契機とする輸入代替化，あるいは輸出産業の育成に

よる産業構造転換を通じて，高い経済成長を継続的に実現でき ，軍事支出は上昇を続けながらも ，

その結果としてＧＮＰに占める軍事支出割合が低下したのではないかとも考えられる 。例えば ，

フィリピンでは，１９７０年代は７％近くの成長を維持している 。しかし，１９８０年代には外資導入の

失敗による債務累積の増加，及び政治的不安定により ，経済成長は大きく低下している 。ただ ，

軍事支出はほとんど変化がないため，軍事負担は結果として低下している 。

　以上，東アジア諸国の軍事負担と経済成長との関係をマクロレベルの統計から検討を行ったが ，

軍事支出はそれ自体負担として経済成長と直接的に結びつけうる側面もあるが，軍事技術が民間

技術にインパクトを与えることを通じて経済成長にプラスに作用するケースもありうる 。それで

は， 従来の計量的分析ではどのようにこの問題を取り扱ってきたであろうか？　次節で検討する

ことにしよう 。

３． 従来の実証研究効果の検討

　戦後軍事支出が経済成長に及ほした効果について特定時期 ・特定国の産業，地域に関わるケー

ススタディは数多く行われている 。これらの分析は，軍事支出がどのような産業技術と結びつき ，

地域の雇用を生み出しているかの具体的状況を知る上で重要である 。しかし，それらの分析が ，

記述にとどまっ ているか，数量的検討が行われていても ，ミクロレベルのもので全体の効果の程

度までは推定されていないならば，個別的分析にとどまらざるを得ない。本稿では，軍事支出と

経済成長の関連を諸国間にまたがったレベルで数量的に検討することが目的であるから，マクロ

的計量分析の研究結果の考察に限定する 。この問題についての本格的な計量分析は，１９７０年代か

らみられる 。軍事支出と経済成長との関係は，既に前節で見たように先進国の場合と発展途上国

の場合ではその性質は異なるように思われる 。本節では，先進国，発展途上国におけるケースを

それぞれ分けて検討することにする 。

　３－１　先進国におけるケース

　先進諸国の軍事支出で最も大きな議論の焦点になるのは，主に次の二点であろう 。

　第一は，軍事支出にともなう研究技術開発が民需部門へとの程度波及したかというスピンオフ

効果である 。第二は，軍事支出が民問経済，とりわけ投資支出に及ぼすマイナスのクラウディン

クアウト効果である 。これら両者の効果のうち，どちらが大きいかで軍事支出が長期的な観点か

らみて国民経済にプラス，マイナスのどちらの効果を持っていたかを測定する方法が一般的であ

る。 ＤｅＧｒａｓｓｅ（１９８６）は ，１９６０～８０年の先進諸国１７ヶ国について軍事支出と投資支出の関係をク

ロスセクシ ョン分析によっ て検討を行 った。軍事負担としての指標は，国防支出のＧＤＰに対す

る比率が，成長要因としての指標は投資支出のＧＤＰに対する比率が用いられている 。前者を横

軸に，後者を縦軸にとり ，各国のＧＤＰに占める国防支出の割合とＧＤＰに占める投資支出の割

合の期間平均値を散布図に描くと明確な負の相関関係が見いだせる 。このことから ，軍事負担の

割合が高い国は，軍事負担が低い国と比較すると生産的な設備投資の拡大がより抑制されるため ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５７２）
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経済成長要因が弱まると予測しうる 。つまり ，軍事支出の国民経済に対する規模が高まれば高ま

るほど，一国の財政を圧迫するだけでなく ，長期的には技術革新を阻害するように作用すると考

えるのである 。

　Ｐａｕｋｅｒｔ＆Ｒ１ｃ
ｈａｒｄｓ（１９９１）は ，１９８６年の１８ヶ国先進工業国のＧＤＰに占める投資支出の割合

とＧＤＰに占める軍事支出の割合の関係を散布図に描き ，回帰分析を行うことによっ て， Ｄ。 一

Ｇｒａｓｓｅ と同様の結論を得ている 。これは，単年についてのクロスセクシ ョン分析であるが，他

の年についても同じ結論が得られるとしている 。ただし，この投資支出と軍事支出との関係は ，

長期的な関係をあらわすものであ って，短期的な関係は時系列データから観察しうるとＰａｕｋｅｒｔ

＆Ｒｉｃｈａｒｄｓ は強調している 。さて ，ＤｅＧｒａｓｓｅの分析で最もＧＤＰに占める軍事支出の割合が高

かっ たアメリカの軍事支出が国民経済に及ぼした効果を時系列データを用いたらどうであろう

か？　失業率と国防支出（ＧＤＰに占める国防支出の割合）の間には，１９８０年以前では朝鮮戦争，お

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６、
よびベトナム戦争終結後などで，負の相関関係が観察される 。軍需生産に関連する産業，および

関連する地域では，大きく国防支出に依存していることから ，国防支出の減少によっ て， 短期的

には経済活動の低下を招く 。さらに，軍事生産から民需生産への転換がスムーズに行われること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７
ｒ

がなければ，生産活動の回復が産業，地域によっ ては困難となる 。

　それでは，アメリカの軍事支出は長期的にもアメリカ経済を支えていたといえるだろうか？

ＤｅＧｒａｓｓｅ は， 戦後のアメリカを特定の時期〔第二次大戦直後（１９４７～５０），朝鮮戦争期（ユ９５１～

５３） ，冷戦期（１９５４～６５），ベトナム戦争後（１９７２～７９）〕に分け，それぞれの時期の軍事負担（ＧＤＰ

に占める国防支出の割合）と固定資本投資（ＧＤＰに占める固定資本投資の割合）の関係を散布図によ

って検討している 。散布図から負の相関関係が見い出せる 。すなわち ，軍事負担の高い時期には ，

生産的な固定資本投資が抑制され，軍事負担の増大が長期的なアメリカ経済成長を妨げていると

いうのである 。この実証研究結果は，先に見たように，軍事支出が短期的には経済成長促進的な

役割を果たしていたのに対して，長期的にはマイナスの効果をもたらすという主張を裏付けてい

るともいえる 。ただし，この実証研究結果の解釈には，次の点に留意する必要があろう 。国防支

出， 固定資本設備投資はともにＧＤＰにおける需要項目であるから ，それからだけではＤｅＧｒａｓ －

Ｓｅ が主張したような国防支出→固定資本形成という因果関係を想定することはできない。勿論 ，

ＧＤＰにおける国防支出，固定資本設備投資以外の需要項目が一定であると国防支出の増加は固

定資本設備投資の減少となる 。しかしながら ，国防支出が民問の設備投資支出を抑制したといえ

るのと同時に，国防支出の増加は民問設備投資の減少を補うための政府による景気対策の一貫で

あると主張することも可能である 。統計的関係からのみ判断するならば，鶏が先か卵が先かとい

う議論に終始してしまうことになり ，明確な実証研究結果としての判断をすることが困難になる

が， ＤｅＧｒａｓｓｅ が取り扱 った特定の時期には，国防支出が設備投資に影響を与えたケースと設備

投資減少にともなう需要減退を国防支出等の政府支出増によっ て与えたケースが混在しているよ

うに思われる 。したがって，アメリカの軍事支出が経済成長に与えたマイナスの効果についての

実証結果の妥当性を確かめるためには，別の角度からの検討が必要であろう 。

　Ａｓｃｈａｕｅｒ（１９８９）は ，アメリカの軍事支出と経済成長の関連について，１９４９～８５年の時系列デ

ータを用いて成長要因の代理変数である資本の生産性を被説明変数とし，タイムトレンド，労

働・ 資本比率，ＧＤＰに占める政府資本ストッ クの割合，ＧＤＰに占める軍事資本ストッ クの割合 ，
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資本の稼働率で説明する回帰分析を行 っている 。政府資本ストソ クの係数推定値は，プラスで有

意であり（ｔ 値が１５ ．３） ，資本の生産性，すなわち経済成長にプラスの効果を持つと結論づけられ

ているのに対して，軍事資本ストソ クの係数推定値は低いマイナスで有意性がきわめて低い（ｔ

値が一０ ．７２）。 この推定結果からでは軍事支出は経済成長に影響を与えないという結論になる 。

Ａｓｃｈａｕｅｒ の結論は，標本期問の取り方，説明変数の選ぴ方でも異なっ てくる可能性がある 。

　３－２　発展途上国におけるケース

　発展途上国の軍事支出が経済成長に及ほす効果の実証研究について検討は，これまでのまとめ

としてＨｅｗ１ｔｔ（１９９１） ，Ｃｈａｔｔｅｒｊ１ （１９９２） ，Ｓａｎｄ１ｅｒ
＆Ｈａｒｔ１ｅｙ（１９９５）において詳細に行われてい

る。 これら三つのサ ーベイ論文に依拠しながら ，発展途上国の軍事支出と経済成長との関係につ

いて考察することにしよう 。議論の出発点におかれるのがＢｅｎｏｉｔ（１９７３．１９７８）の研究である
。

彼の考察以前では，既に前稿で検討したように軍事支出は投資支出に利用可能な資源を減少させ ，

経済成長に制約を与えるという見方が通常であ った。Ｂｅｎｏｉｔの発展途上国についての分析では
，

重い軍事負担を持つ国の方が，　般には高い成長率を維持し，軍事負担が低い国が低い成長率と
　　　　　　　　　　　　　　８）
なっ ているという結論を出した 。

　（１）Ｂｅｎｏｉｔの研究

　Ｂｅｎｏｉｔは ，１９５０～６５年の期問について４４ヶ国の経済成長率，ＧＤＰに占める投資比率，海外援

助， 軍事支出をテータとして分析に用いる。ＧＤＰに占める軍事支出の割合を軍事負担とし，非

軍事のＧＤＰ成長率との相関をスピアマンの順位相関係数によっ てまず求めた。４４ヶ国のクロス

セクシ ョン分析では，順位相関係数は０ ．５５ ，ｔ 値は４ ．２で有意である 。この順位相関係数の結果

は， 成長率を二国問援助，投資比率，軍事負担で説明する回帰分析を再確認するものともいえる

が， 有意性は低い 。

　このＢｅｎｏｉｔの軍事支出が重いほど成長促進的に作用したという実証分析結果は，それ以前の

通説からしても意外で，注目を集めることになっ た。 その後，Ｂｅｎｏｉｔの分析結果に関わり多数

の研究で行われた。研究の方向は，Ｂｅｎｏｉｔの研究方法を批判したもの，Ｂｅｎｏｉｔとは異なる方法

で軍事支出と経済成長との関係を分析したものに大きくは二つに大別できる。以下では，この

Ｂｅｎｏｉｔの実証結果に関連する主要な計量分析について考察することにしよう 。

　（２）Ｂｅｎｏｉｔの研究の検討

　Ｆｒｅｄｅｎｋｓｅｎ ＆Ｌｏｏｎｅｙ（１９８２）は ，Ｂｅｎ０１ｔの仮説を再検定するために ，１９６０～７８年の期間につ

いて ，対象国を７４ヶ 国としたクロスセクシ ョン分析を行い，Ｂｅｎｏｉｔと同一の結果を得ている 。

軍事支出を除く一人当たり年平均成長率を被説明変数とし，投資の年平均成長率，ＧＤＰに占め

る軍事支出で説明している 。軍事負担の係数は，Ｂｅｎｏｉｔの仮説を支持するプラスの値が推定さ

れているが，有意性はやはり低い 。

　Ｂｅｎ０１ｔのような単一方程式モテルの分析に対して，Ｄｅｇｅｒ ＆Ｓｍ１ｔｈ（１９８３）は，軍事支出と経

済成長との間の波及プロセスを考慮し，３つの内生変数を持つ同時方程式モデル分析を行う 。方

程式における内生変数は，ＧＤＰ成長率，ＧＤＰに占める貯蓄率，ＧＤＰに占める軍事支出比率で

ある 。対象国は５０ヶ国，１９６５～７３年のデータによるクロスセクシ ョン分析である 。各方程式は ，

　　　　　　　　　　　　　　　９）
誘導型の形で推定が行われている 。推定結果は，軍事支出が経済成長に及ぼす効果の係数はプラ
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ス（Ｏ ．３５）で有意である 。他方，軍事支出が貯蓄率に及ぼす効果の係数はマイナス（一〇 ．４３） ，貯

蓄率が経済成長に及ぼす効果の係数はプラス（Ｏ．９３）でともに有意である 。軍事支出→貯蓄率→

経済成長を通じる間接的効果が一〇 ．４０（一〇 ．４３×Ｏ ．９３）と軍事支出→経済成長の直接的効果Ｏ ．３５

を上回るため，軍事支出は経済成長にマイナスの影響を及ぼしているというＢｅｎｏｉｔの仮説とは

異なる結論に達する 。しかしながら ，経済成長率を説明する方程式の決定係数はＯ ．２３と他の二方

程式の説明力と比較して著しく低い。勿論，クロスセクシ ョンデータを用いての回帰分析におい

ては，方程式全体の説明力は時系列データの場合と比較して低いのが一般的であるが，この点で

方程式の特定化に問題を残しており ，より断定的な結論を得るためには，経済成長率を説明する

方程式の推定結果の改善が必要とされる 。

　投資と軍事支出のトレードオフ関係に影響を及ぼす海外からの資本流入を考慮したのは，Ｌｉｍ

（１９８３）による次のような経済成長率を説明するハロッ ド＝ドーマタイプのモデルである 。

　　　　実質ＧＤＰ成長率＝ｆ（産出係数，ＧＤＰに対する投資比率）　　　　　　　……¢

　このＧＤＰに占める投資比率は，　式で説明される 。

　　　　ＧＤＰに占める投資比率 ＝

　　　　　　　　　ｆ（ＧＤＰに占める軍事支出，総国民貯蓄に占める海外資本流入）……¢

　　式を¢式に代入すると ，

　実質ＧＤＰ成長率＝ｆ（産出係数，ＧＤＰに占める軍事支出，総国民貯蓄に占める海外資本流入）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１Ｏ

　ｒ

が得られ，この方程式に基づいて推定が行われる 。推定方法は，１９６５～７３年の期間のアフリカ諾

国（２１ヶ国），旧西欧植民地諸国（１３ヶ国），アジア諸国（７ヶ国） 中東 ・南ヨーロッパ諸国（７ヶ

国）についての単純最小自乗法による 。軍事支出は発展途上国の成長に有害であると ，Ｂｅｎｏｉｔと

は反対に結論づけている 。ただし，軍事支出が経済成長へのマイナスの効呆が顕著なのは，アフ

リカ諸国と旧西欧植民地諸国で，アジア諸国，中東 ・南ヨーロッパ諸国については明確な結論が

得られていない 。

　Ａｄａｍｓ 他（１９９２）は ，１９７４～８６年の期問の発展途上国の軍事支出についてクロスセクシ ョン分

析によるＢｅｎｏｉｔの仮説の検討を試みた 。Ｆｅｄｅｒ（１９８２）の二部門モデルの修正した方程式を用い

推定に際して，軍事 ・非軍事政府支出の区別，他国との紛争を経験した諸国の分離，低所得国グ

ループと中所得国グループの分離，及びデータを購買力平価によっ て調整した点に特微がある 。

Ｆｅｄｅｒモデルを修正したものから ，ＧＤＰの成長率は，資本ストッ クのＧＤＰに対する比率，投

資支出のＧＤＰに対する比率，労働力の成長率，輸出の成長率，軍事支出の成長率，非軍政府支

出の成長率によっ て説明される 。回帰分析結果によれば，他国との紛争を経験した諸国を除いた

場合には，低所得国グループ，中所得国グループともに，軍事支出，非軍事政府支出の係数推定

値は有意でない。軍事支出と非軍事政府支出の係数推定値の大小のみに注目すると ，低所得国グ

ループではそれほど大きな差違は見られないが，中所得国グループでは，軍事支出の係数推定値
（３ ．２０）が，非軍事支出の係数推定値（Ｏ ．８５）を大きく上回 っている 。係数推定値の統計的有意性

を別にすれば，中所得国グループについては，推定結果より軍事支出は経済成長にプラスの効果

を持 っていたと言えるかもしれない。しかしながら ，他国との紛争を経験した諸国をデータに含

めて推定を行うと ，低所得国グループについてはそれ程大きな変化はないものの，中所得国グル

ープについては，軍事支出の係数推定値はマイナス（一２ ．ユ９）となり ，非軍事支出の係数推定値
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（１ ．０２）は統計的に有意となる 。他国との紛争を経験した諸国をデータに含めて推定を行うか否

かによっ て中所得国クループでの推定結果は異なり ，Ａｄａｍｓ 他は軍事支出が経済成長に及ほす

効果について明確な結論は得られないとしている 。

　以上，発展途上国における軍事支出が経済成長に及はす効果について，王要な計量分析結果の

検討を行 ったが，分析期間，分析地域，データの取り扱い，モデルの定式化によっ て結果は異な

ってくる 。これまでの考察をもとに，東アジア地域における軍事支出と経済成長をめぐる分析視

角と ，今後の課題について次節で検討することにしよう 。

４． 東アシア地域における軍事支出の経済成長に関する分析視角と今後の課題

　東アジア地域における軍事支出と経済成長との関係についての考察は，今後軍縮を進めながら

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
世界の経済発展を考える上で重要な意味を持つ。何故ならば，第２節で見たように，１９７０年代よ

り一貫して軍事支出は増加しているが，多くの国々ではＧＮＰ比での軍事負担は減少しながらも ，

高い経済成長率を実現している 。さらに絶対レベルでも軍縮を進め，一定レベルの経済成長が可

能であるならば，その条件は何かについて検討する必要があろう 。残念ながら ，第３節で検討し

たような方式での東アジアにおける実証的な研究は，これから行われるべき課題として残されて

いる 。本稿で検討したいくつかのことがらから ，東アジア地域における軍縮と経済成長との関連

の本格的な実証研究のためには，次の諸点に留意することが必要であろう 。

　第一に，軍縮と経済成長を結びつけるルートは，第３節の検討でも明らかなように，直接的な

効果が最大であるとは限らない。とりわけ，民問レベルでの影響のルートを技術進歩との関連で

どのように捉えることが重要であろう 。軍事支出を含めた経済諸変数問の相互関連を考慮した分

析を進めることが必要である 。

　第二に，戦後東アジア諸国の多くはアメリカ ，ソ連の２国の政治的 ・軍事的影響下に置かれて

いた。数量分析の際に，この２国の政治的 ・軍事的影響力と関係をどのように各国毎に考慮する

か， また１９９０年代の政治的関係の変化をどのように分析するかの必要がある 。

　これらの点を考慮した分析については，稿を改めて論ずることにしたい 。

　（付記）本稿は，１９９５年度立命館大学学術研究助成特定研究Ａによる研究成果の一部である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）Ｕｍｔｅｄ　Ｎａｔ１ｏｎ Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔＰｒｏｇｒａｍｍｅ（１９９４）ＰＰ５８－６０参昭
・

２）ＳＩＰＲＩでは，１９８０年代後半からのソ連の軍事支出額について統計数値が公表されていない。また ，

　１９９２年よりのロシアの軍事支出額については統計数値が公表されているものの，その実質額について

　は推定が行われていない。その理由は，１９９１年の急激な政変に伴う価格の高騰により ，信頼しうるデ

　フレータが得られないためとしている 。ＡＣＤＡでは，一貫した統計を公表しているが，確かにＳＩＰ －

　ＲＩが指摘するように，１９８９年後半より急激な変化が生じた旧ソ連，東欧の統計数値には，信頼性の

　面で問題占を残しているように思われる 。ただし，ＳＩＰＲＩから得られる統計数値については，次の

　ような過小評価の側面があるということがＨｅｗｉｔｔ 前掲論文では指摘されている 。通常従来より多額

　の軍事援助を受けていたキ
ュー

バ， エジプト ，イスラエルなどの国々における軍事支出は，実際より
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　もかなり過小に報告されていることが明らかにされている 。また，海外からの軍事装備購入のために

　信用供与，あるいは他の形態での信用を受けている諸国の多くは，供与を受けた額をそれぞれの軍事

　予算には計上はしていない。ＳＩＰＲＩでは，この点に関する修正が施されてはいないため，これらの

　国々の軍事支出について，過小推定の問題が生じる 。Ｈｅｗｉｔｔでは ，この過小評価を考慮してＳＩＰＲＩ

　統計の修正を行 っている 。ＳＩＰＲＩ統計の過小評価は，Ｋ１ｅｉｎ（１９９６）においても指摘されている
。

　Ｋ１ｅｍは ，１９８０年代後半から１９９０年代前半の世界の軍事支出の動向についてＳＩＰＲＩの統計を用いて

　分析している 。その中で，１９９４年のアメリカの軍事支出は，ＳＩＰＲＩ統計では２５２４億ドル（１９９０年価

　格）になるのに対して，アメリカの国民所得統計での国防支出によれば３３６９億ドル（１９９２年価格）と

　なり ，ＳＩＰＲＩの統計数値はアメリカ国民所得統計の統計数値よりも３３５％過小となる 。両統計数値

　の実質額の基準年は１９９０年，１９９２年と異なるから ，国民所得統計より得られるこの２年問にわたる国

　防支出価格指数の変化を計算すると７ ．６％の上昇となる 。価格指数変化を考慮すると両統計のギャッ

　プは若干小さくなる。が，ＳＩＰＲＩの統計数値の過小推定は依然として解消されないというのである
。

　尤も ，既に述べたように，援助を供与する側の国については，各国の財政統計の国防支出項目ではこ

　の援助額が含まれた形となっ ているであろうが，ＳＩＰＲＩ統計では，この援助額が控除されることに

　なるから ，その額の分は両統計のギャッ プとして生じることになろう 。

３）このような為替レートによる換算ではなく ，各国の物価状況を反映した購買力平価による軍事支出

　額の変換も試みられている 。

４）本来ならば，消費者物価指数ではなく軍需品に関するデフレートを用いるべきであるが，そのよう

　な統計を作成するための情報は，ごく一部の国しか得られることができない 。

５）表６は，アメリカ ，ソ連 ・ロシアの軍事負担と経済成長の関係を示しているが，その特徴は，それ

　ぞれ北アメリカ ，旧ワルシャワ条約機構諸国で確認されたことがらとほぼ同様であり ，むしろそれら

　の地域については，両国の特徴がそのまま反映されている 。

　　　　　　表６　 アメリカ ，及びソ連 ・ロシアの軍事負担 ・経済成長（単位 ：％）

１９７０－７４ １９７５－７９ １９８０－８４ １９８５－８９ １９９０－９３

アメリカ　　　（１〕 ６． ７ ５． ４ ６． Ｏ ６． ３ ５． ユ

（２） ３． ３ ３． ３ １． ８ ３． ユ １． ４

／３） ２． ４ ２． ４ Ｏ． ８ ２． １ Ｏ． ４

ソ運 ・ロシア　　（１） １３ ．１ １２ ．８ １２ ．７ １２ ．３ １０ ．７

（２〕 ４． ８ ２． Ｏ １． ９ １． ８ 一６ ．Ｏ

（３） ３． ８ １． １ １． Ｏ Ｏ． ９ 一６ ．７

（１５ ．７）

６）失業率と一期遅れのＧＤＰに占める国防支出の割合について１９５０年から１９９２年までの時系列データ

　を観察すると ，朝鮮戦争終結後の１９５５～５６年に国防支出の割合は急速に低下し，失業率は上昇してい

　る 。同様にべトナム戦争終結時のユ９７６～７８年も同じ事実が観察される 。しかし，１９８０年以降はこのよ

　うな傾向はみられない 。

７）Ｍａｒｋｕｓｅｎ（１９９３）ｐｐ．１２３－１２７参照
。

８）軍事支出がもたらす成長促進効果と抑制効果は，Ｓａｎｄ１ｅｒ
＆Ｈａｒｔ１ｅｙ前掲論文によれば，次のよう

　にまとめることができるであろう 。まず，軍事支出の成長促進効果は，大きくは五点に分けられる 。

　　第一は，軍事支出の増大がもたらす短期的な需要創出効果である 。この効果は，先進諸国でも共通

　にいえることであるが，不況期における景気対策としては過去の経験からしても重要な役割を持って

　いた 。

　　第二は，軍事部門から直接的に技術革新の効果，スピン ・オフを享受しうる点である 。このスピ

　ン ・オフはしばらくの後に民需部門に波及して成長を促進することになるかもしれない 。

　　第三は，軍事支出がダム ，道路，空航，通信網の建設 ・整備などの杜会的な公共基盤に振り向けら

　れた場合である 。そのような杜会資本が不足している発展途上国では，成長促進的に作用しうる 。

　　第四は，軍事支出の費目が国民の栄養補給，職業訓練，教育に充てられることがあるが，それらの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５７７）



２４０　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第６号）

　　人的資本の成長を促進する活動は，後に民需部門に影響を及ぼし，成長促進的に作用するというので

　　ある 。

　　　第五に，国内外の治安を維持するような軍事支出は問接的に成長を維持させる 。なぜならば，治安

　　の安定は市場取引を円滑にし，外国資本の流入を増大させることを通じて ，先進技術の導入が可能と

　　なるからである 。

　　　それに対して，軍事支出が成長抑制的に作用する主要な要因としては，より成長促進的な公共投資 ，

　　民問投資への資金配分を阻害することがあげられる 。とりわけ，軍事支出が民間投資に向けられるは

　　ずの資金と競合するならば，民間投資のクラウディングアクトによっ て長期的には経済成長にマイナ

　　 スの効果を持つことになる 。さらに，武器の多くを輸入する国についていえば，軍事支出の増加は ，

　　国際収支を悪化させ，潜在的な成長促進効果を持つ資本流入にマイナスの効果をもつであろうという

　　のである 。次に，軍事支出と輸出部門との関係はどうであろうか？　多くの途上国では，輸出部門の

　　技術は他の民間部門のそれより進んでおり ，海外との競争の関係上，より高度で効率的な技術を利用

　　する傾向にあるから競争促進的であると考えられている 。その際，軍事支出の増大が，輸出部門に向

　　けられるべき資金に制限を与えることになるならば，成長を阻害することになる 。ただし，インドや

　　ブラジルのように，武器の輸出を行っている場合には，軍事支出が輸出部門を阻害するというよりは

　　補完的な役割を果たし，成長を促進させる側面を持ちうる 。確かに，軍事支出が民間経済に及ぽすど

　　の側面を強調して分析を行うかによっ て， 成長に及ぼす効果についての評価は異なっ てくるであろう 。

　９）各方程式の説明変数は，ＧＤＰ成長率，ＧＤＰに対する貯蓄比率，ＧＤＰに対する軍事支出の他に一

　　人当たり所得，ＧＤＰに対する対外負債比率，人口成長率，農業の成長率，総人口 ，戦争ダミー

　　ＯＰＥＣダミー等が用いられているが，各方程式によっ て説明要因は異なる 。

　１０）ＬｉｍはＧＤＰに占める軍事支出の割合の代わりに，政府支出に占める軍事支出の割合を説明変数と

　　　した回帰分析も試みている 。

　１１）本稿では，軍事支出と経済成長に焦点をあて，軍縮の持つ経済効果について考察を行 ってきた。仮

　　　に軍事支出が経済成長にプラスに働いたとしても ，我々が指標として用いた実質ＧＮＰ，一人当たり実

　　　質ＧＮＰは，確かに国民経済の発展のための一つの重要な基礎ではあるが，それが唯一ではない。発

　　展途上国における ，急激な経済成長は都市おける人口増大をもたらし，スラム化，環境悪化により ，

　　　治安を悪化させ，その結果所得の不平等を招く 。軍事支出の増大は，他方では将来の生産性を高める

　　教育投資を抑制させることになるかもしれない。また，多くの発展途上国では，近隣諸国との紛争 ，

　　　内乱のため軍事支出の増大は，生産資源を破壌し，多くの難民を作り出して，生産性の低下をもたら

　　　している 。従 って，本来の意味での平和と経済発展を考察する課題からすると ，本稿のレベルでの議

　　　論はきわめて限定されているが，現代の世界経済を分析する上で重要なテーマである 。
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